
 
 令和４年５月２６日 

京 都 市  
 

令和３年度の業務履行に対する評価及び意見について（まとめ） 

 
令和４年３月１６日開催の第２４回京都市ごみ収集業務評価推進会議において，令和３年度

に実施した「市民アンケート調査結果」及び「市民アンケート結果とセルフチェック結果の比

較」などに基づき，各委員から令和３年度の業務履行に対する評価や意見をいただいた。 
 アンケート調査結果などから，これまでの様々な取組を前向きに評価していただいたが， 

今後の取組に対する意見は次のとおりであった。いただいた御意見を踏まえ，今後のごみ収集

業務の改善に活かしていく。 
 

第２４回京都市ごみ収集業務評価推進会議の評価及び意見 

意見１：委託事業者との更なる連携等による公衆衛生の維持 

○ 京都市では，将来にわたる公衆衛生の維持を前提に，ごみ収集運搬業務の委託化を推

進しており，令和３年度には６３％まで委託化を進めてきた。この間，委託化が進む中

にあっても，市民サービスを低下させることなく安定的に収集業務を実施してきたこと，

さらに，新型コロナウイルス感染が拡大する中にあっても，適切な対策を講じ，臨機応

変に対応することにより，ごみ収集業務を維持してきたことは評価したい。 

○ また，かねてから意見や要望が多かったカラスによるごみの散乱被害への対策につい

て，市民の声に耳を傾け，防鳥用ケージ購入助成制度を創設することについても，併せ

て評価したい。 

○ 今後，令和６年度での委託化率７０％，令和９年度での委託化率７５％に向けて，ご

み収集業務の委託化を進めることとしており，更なる委託化率の上昇に伴い，委託事業

者の役割がますます重要となる。このため，これまで以上に委託事業者と連携を図り，

引き続き，公衆衛生の根幹を担うごみ収集業務を一日も欠かすことなく実施されたい。 

○ 併せて，令和４年４月の北部まち美化事務所と東部まち美化事務所の統合に際し，収

集漏れや収集時間の大幅な遅れなどが生じないよう，市民生活への影響を最小限に抑え

るよう取り組まれたい。 

 

意見２：市民とのコミュニケーションによる資源ごみの分別ルール徹底 

○ 令和３年度に実施したプラスチック製品（以下，「プラ製品」という。）の分別回収の

社会実験で得た市民アンケート結果等を踏まえ，令和５年４月からのプラ製品の分別回

収を実施すること，また，この間，市民の身近な公園等に職員が出向き，資源物を回収

する「移動式拠点回収」を拡充してきたことは評価したい。 

○ プラ製品の分別回収の実施に当たっては，まち美化事務所やエコまちステーションが，

市民にとってより身近な存在として，これまでに培ってきた現場力を活かし，市民に寄

り添って分別の相談等に応じることが極めて重要となる。これまで，プラスチック製容

器包装の分別実施率が約４０％にとどまっている状況を踏まえ，わかりやすい分別ルー

ルを設定するとともに，移動式拠点回収をはじめ，フェイストゥフェイスで多くの市民

とコミュニケーションが図れる貴重な機会を積極的に活用し，分別ルールの更なる徹底
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を図ること。 

○ また，学生等への周知に当たっては，大学や不動産業者と連携するなど，効果的な分

別ルールの啓発に取り組まれたい。 
 
意見３：ごみ減量・資源循環の取組推進 

○ 京都市では，令和３年度末に「京・資源めぐるプラン」を策定し，ごみ減量施策のみ

ならず，「持続可能な循環型社会」の実現に向けた新たな施策を，総合的かつ計画的に推

進していくこととしており，とりわけ，燃やすごみの１割以上を占める食品ロスの削減

や，世界的な問題となっているプラスチックごみ対策については，重点施策として強力

に推進することとしている。 

○ この間，食品ロス対策として，全国に先駆けて削減目標を掲げ，販売期限の延長や「て

まえどり」の促進などの啓発を進めてきたほか，プラスチックごみ対策としても，この

度，他の政令指定都市に先駆け，プラ製品の分別回収に取り組むなど，環境先進都市と

して，全国をリードする取組を行ってきたことは評価したい。 

○ 今後も，引き続き，食品ロス削減対策やプラスチックごみ対策に積極的に取り組むこ

と。また，事業者においても，食品ロス対策の取組や，「プラスチックに係る資源循環の

促進等に関する法律」の施行を踏まえた，特定１２品目の使い捨てプラスチック削減等

の取組も進められていることから，こうした民間事業者とも連携を図り，更なるごみ減

量・資源循環を図られたい。 
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令和４年度の取組状況について 

 

１ 意見１ 委託事業者との更なる連携等による公衆衛生の維持 

(1) まち美化事務所の統合 

令和４年４月に北部まち美化事務所と東部まち美化事務所を統合し、まち美

化事務所を再編（７→６箇所）した。 

統合直後は、収集ルートの再構築に伴って一部の地域で収集時間帯が変更と

なったことから、市民からの問合せが生じていたが、収集時間の変更等の理由

を丁寧に説明するとともに、適宜、収集状況を留意しながら収集ルートの調整

を行うことで、その後は特に混乱もなくごみ収集を実施している。 

(2) 直営と委託事業者との連携 

本市では厳しい財政状況の下、ごみ収集業務の効率化を図るため、令和６年

度の委託化率７０％、令和９年度の委託化率７５％を目指し、令和４年４月時

点で６６％まで委託化を進めた。 
委託事業者との連携に関しては、委託事業者１０社と本市による意見交換会

を開催し、各社が抱える課題を共有するとともに、更なる市民サービス向上を

目指して連携を深めていくことを確認したほか、昨年度に引き続き、各まち美

化事務所において委託事業者との連絡調整会を実施し、午前収集の実施状況、

不適正排出の状況などを共有するとともに、意見交換会で出された課題等の解

決に向けた議論を行った。 

(3) 京都市防鳥用ケージ購入助成事業 

ごみ集積場所におけるごみの散乱被害への更なる対策として、新たに市民の

皆様が購入するケージの購入費用の一部を助成する事業を令和４年６月に創

設し、２期に分けて募集を行った。 

１期終了時点での応募件数が想定よりも少なかったことから、２期募集では

予算の範囲内で上乗せして募集（１００件）するとともに、募集期間終了後も

２月末まで随時応募を受け付けた。 

この結果、今年度は、年間の募集件数を３００件と想定した中で、実績は 

１０１件という結果であり、ケージの保管場所や購入に当たっての費用面の問

題など、定点利用者間の合意形成に時間を要する（または申請を見送る）、と

いった地域事情があったものと認識している。 

   ○ 助成金額 

助成割合 助成額の上限 申請個数の上限 

購入価格の２分の１ １５，０００円／個 ２個／定点 

  ※ 助成金の申請は、定点１箇所につき１回限りとする。 

○ 応募状況（令和５年２月末時点） 

 応募件数 応募個数 募集件数 

第 1期 

(6/3～7/29 募集) 
４３件 ５０個 １５０件 

第２期 

(9/16～2/28 募集) 
５８件 ６６個 ２５０件 

計 １０１件 １１６個  
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(4) コロナ禍におけるごみ収集業務の維持 

昨年度に引き続き、公衆衛生の維持の根幹を担うエッセンシャルワーカーと

して、直営、委託ともに、収集業務に影響が生じないよう、徹底した感染予防

対策を実施しながら、業務を行った。 
新型コロナ感染症が流行した令和４年７月から９月頃（第７波）に、一時期、

まち美化事務所で多数の感染者が発生したが、ＢＣＰ（業務継続計画）に基づ

き、エコまちステーション、まち美化推進課、他事務所からの応援をすること

により、適宜人員体制を確保しながら、ごみの収集などに影響が出ないよう措

置した。 
 

(5) 京都市生活環境事業協同組合によるスキル教育システムの策定 

 令和５年２月、京都市生活環境事業協同組合（委託事業者１０社で構成）で

は、市民に喜ばれ持続可能なサービスを提供するための仕組みとして、“スキ

ル教育システム※”を策定し、ごみ収集業務全体の業務品質向上の底上げとし

て、実効性を高める取組を進めている。本市としても、「安全・親切・ていね

い・美しい」作業を確実に遂行するためには、各委託事業者の従業員教育は非

常に重要であると考えており、制度の効果的な運用に向けて協力していく。 

※ 各社が独自で実施している従業員教育を知識レベル・実務レベルの両面か 

 らサポートする取組。 

 

２ 意見２ 市民とのコミュニケーションによる資源ごみの分別ルール徹底 
(1) プラスチック製品の分別回収 

現在、燃やすごみとして排出されているプラスチック製品について、令和５

年４月から「プラスチック類」という分別区分で、プラスチック製容器包装と

一括での分別回収を実施する。 

令和４年度に実施した市民等への周知啓発は以下のとおり。 

令和４年 

  ７月～  事前周知（移動式拠点回収等での周知、地域団体等への周知・

説明） 

 ９～１０月 ９月市会において「しまつのこころ条例」の一部改正 

       こごみネットに特設ページ掲載 

 １１月～  広報発表、詳細内容周知開始（７月からの周知方法は継続） 

 １２月   ごみ収集年末年始のお知らせ内での記事記載 

令和５年 

  １月   広報板ポスター掲示（１６日～末日）、 

       業者収集マンション管理者研修会 

  ２月   パッカー車マグネットシートによる広報、町内回覧 

  ３月   市バス・地下鉄の広告、 

       市民しんぶん区版（３月１５日号）挟み込み 

       ＳＮＳでの発信    

  ４月   プラスチック製品分別回収開始 

別紙１ 令和５年４月からのプラスチック製品の分別回収の実施について（広報資料） 

別紙２ プラスチック製品分別回収の啓発チラシ 
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(2) 移動式拠点回収の実施状況 

移動式拠点回収については、資源物排出に係る市民の皆様の利便性向上を図

るため、令和２年１０月から実施する箇所及び回数を拡充する取組を開始。 

令和４年度は着実に実施を重ね、年度末までの見込みでは約１，５００回の

実施予定であり、資源循環の一層の促進に向け、次年度以降も引き続き、精力

的に取り組んでいく。 

   ○ 移動式拠点回収実施回数※1 

令和元年度 令和２年度※2 令和３年度 令和４年度（１２月末時点） 
実施回数：221 回 実施回数：308 回 実施回数：951 回 実施回数：1,169 回 

     ※1 有害・危険ごみの回収数は含まない。 
※2 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、中止した期間あり。 

(3) 学生等への啓発 

分別ルールの学生への周知啓発を進めるため、新入生向けガイダンス等に使

用できる動画を制作した。動画は、学生の意見や出演の協力を得て制作し、本

市内の大学及び専門学校等にＤＶＤを配布するとともに、本市ホームページで

の公開を３月中に順次行っていく。 

また、業者収集マンション等の所有者や管理会社、不動産業者等に対して、

従来会場で実施していた講習会に加えて、令和４年度からはオンラインでの講

習会も実施し、学生をはじめとした入居者に対して分別ルールを周知いただく

よう説明を行った。 

さらに、啓発ツール（ポスター、チラシ、ステッカー等）も提供し、啓発に

使用していただくとともに、一般廃棄物収集運搬許可業者とも連携し、プラス

チック製品の分別回収の周知啓発を行っている。 

   （参考）業者収集マンション等管理者講習会 

開催形式 対面集合形式 オンライン形式 

開催日 令和５年１月３１日（火） 
令和５年２月１日（水）～ 

同年３月５日（日）予定 

会場 
京都市男女共同参画センター 

「ウイングス京都」 

動画共有サイト 

「ＹｏｕＴｕｂｅ」 

定員 約１６０人 なし 

内容 

(1) マンション等でのごみの排出 

(2) プラスチック製品の分別回収の開始 

(3) ごみの分別方法の居住者への周知及び共同住宅等分別周知等届出制度 

 

３ 意見３ ごみ減量・資源循環の取組推進 
(1)  食品ロス削減のための取組 

これまでも全国をリードする取組を行ってきたが、引き続き、民間事業者と

も連携を図り、更なる食品ロス削減の取組を進めている。 

・販売期限の延長や「てまえどり」の促進などの啓発を実施。 

・「京都市食べ残しゼロ推進店舗」の認定。 

（令和４年度認定店舗数実績（１２月末時点）） 

  飲食店・宿泊施設版：１,１２２店舗、食品小売店版：６５８店舗 

・食品の買い物、保存、調理の各段階での工夫を豆知識も交え、楽しく紹介

するＷＥＢサイト「食べ物の 「もったいない！」を探せ！～京都市フード

ロスチャレンジ」の開設及び食品スーパー等との連携による情報発信。 
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・食ロス削減につながる技術・サービス等を提供する事業者・団体の情報を

一堂に紹介するページ「食品ロスを減らそう！お結び広場」の開設。 

・京都市×ミツカン（まるごとベーカリー、もったい鍋、もったい菜漬け） 

・食べ残しゼロ推進店舗が参画した民間主体による食品リサイクルのモデル

事業の支援。 

・「京都市フードバンク団体による食品ロス削減に資する取組支援助成金」

によるフードバンク団体の取組支援。 
（令和４年度実績（１２月末時点）：３団体、約１５０万円） 

(2)  プラスチックごみ削減の取組 

マイバックの携帯など、レジ袋削減につながる行動変容を促すため、街頭啓

発やキャンペーン等により、継続して啓発を実施。 
また、ペットボトル削減のため、マイボトルに給水できる公共施設の情報発

信を行うとともに、本市及び民間施設への給水機の設置を推進（令和４年度給

水機設置施設数（１２月末時点）：８３８施設８４７か所）。 
特定１２品目の使い捨てプラスチック削減については、事業者に提供削減を

求める法律が施行された機を捉え、事業ごみニューレターや市民しんぶん区版

での周知など、市民・事業者に向けた啓発を推進している。 
 (3)  リユースの取組 

令和４年１２月に、無料アプリ「ジモティー」を利用した、リユース促進サ

ービスを展開している株式会社ジモティーとリユース活動を促進するための

連携協定を締結した。 
京都市情報館の大型ごみ、持込ごみ案内ページにおいて、「ジモティー」を紹

介し、リユースを呼びかけるなど、ごみとして排出される前にリユースするよ

う誘導を図っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 新たなごみ分別案内アプリの配信 

ごみ分別・リサイクルの促進に向けて、平成２８年度から配信を開始した、

スマートフォン向けごみ分別案内アプリ「京都市ごみ半減・こごみアプリ」

に替わる、新たなごみ分別案内アプリとして「さんあ～る※」の配信を２月 

１５日から開始した。 

※ 全国の自治体で対応可能となっている汎用型のごみ分別案内アプリ。 

 ＡＩチャットボット機能などの搭載により、より利便性が高いものとなっ

ている。 

別紙３ 新たなごみ分別案内アプリ「さんあ～る」の配信開始（広報資料） 

（参考）京都市情報館 

大型ごみ、持込ごみ案内ページ 
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